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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、介護老人福祉施設におけるケア機能を活用した「地域連携への取
り組み（地域貢献活動）」とその関連要因について明らかにすることである。各施設の地域連携担当職員を調査
対象として自記式質問紙を用いた郵送調査を行い、回収されたデータを用いて重回帰分析を行った。その結果、
「地域貢献活動への意向や体制づくり」および「地域の関係機関・団体との連携状況」が「地域連携への取り組
み（地域貢献活動）」を促進するための重要な要因であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）： The current study aimed to examine factors related to regional 
collaborative activities utilizing the care function in nursing homes.  The research design was a 
cross-sectional survey by mailed questionnaire. Result of the multiple regression analysis indicated
 that “intension and systematization for regional collaborative activities”and “cooperation 
situation with the regional institutions”were positively and significantly related to regional 
collaborative activities.

研究分野： 社会福祉学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、2016年3月の社会福祉法改正により社会福祉法人に対して「地域における公益的な取組」が責務と
して規定されたなかで、社会福祉法人が運営する介護老人福祉施設の地域連携への取り組みとその促進要因につ
いて実証的に解明したことに学術的意義がある。具体的には、介護老人福祉施設が「地域貢献活動への意向や体
制づくり」と「地域の関係機関・団体との連携」に積極的に取り組む必要があることを明らかにした。また、こ
のような取り組みによって、介護老人福祉施設と地域住民との連携が強化されるとともに、地域の福祉力向上に
も寄与することを明らかにしたという点において社会的意義を有している。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年、高齢者が住み慣れた地域で生活していくことを支援する仕組みの実現に向けて「地域
包括ケアシステム」の構築が重要な課題となっている。高齢者人口が急速に増加しているなか、
介護サービス市場では多様な経営主体の参入が進み、居宅・通所系サービスの供給量が年々増
加している。また、厚生労働省が 2015 年 1 月に公表した『認知症施策推進総合戦略（新オレ
ンジプラン）』によって、認知症高齢者の地域での生活を支える介護サービスの提供に向けた基
盤整備が計画的に進められているところである。 
一方、「地域包括ケアシステム」には施設・居住系サービスも内包されている。そのなかで、

社会福祉法人を経営主体とする高齢者福祉施設の代表格である介護老人福祉施設については、
「地域包括ケアの底支え」（白澤政和 2013）、「重度者向けの住まい」（地域包括ケア研究会 
2014）としての機能を担うとされている。もちろん、認知症で重度の要介護状態にあり、在宅
生活の継続が困難な独居高齢者などにとって、専門性の高いケアが集中的に提供される介護老
人福祉施設への入居は重要な選択肢のひとつとなる。しかし、本来、介護老人福祉施設の役割
は入居者へのケア提供に限定されるものではない。1970 年代より「施設の社会化」が議論され
て以降、今日における「地域包括ケアシステム」の構築に向けた議論のなかでも、入居型社会
福祉施設には「ケア資源が集積された地域社会の拠点」として、その機能を地域に展開してい
くことが求められている（地域包括ケア研究会 2014）。 
地域社会と介護老人福祉施設の連携に関する先行研究を概観すると、岡本榮一（2010）が「社

会福祉施設－コミュニティ関係」に着目した “なぎさ”の福祉コミュニティ概念を提唱してい
る。また、量的・質的研究では、地域住民と施設入居者の交流活動や地域住民を対象とした福
祉教育・研修会の開催、地域行事の開催場所の提供など、介護老人福祉施設による地域貢献活
動に関する実態が報告されている（新崎国広 2012；呉世雄 2013；島崎剛ら 2015）、しか
し、これらの実態に関する先行研究は非常に少ないのが現状である。そのため、地域貢献活動
の実態とともに、地域貢献活動に対して施設がどのような意義や困難さを認識しているのかな
ども含めた多角的な視点から、介護老人福祉施設のケア機能の地域展開を促進するための具体
的方策について実証的な検討を行うことが必要である。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、以下の 3 点について実証的に明らかにすることを目的とした。 
(1) 介護老人福祉施設におけるケア機能を活用した「地域連携への取り組み」の実施状況につ
いて明らかにする。 
(2) 介護老人福祉施設におけるケア機能を活用した「地域連携への取り組み」の関連要因につ
いて明らかにする。 
(3) (1)および(2)までの研究成果を踏まえて、介護老人福祉施設が地域社会の求めているケア機
能の地域展開を促進するための具体的方策について提言を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 上記 3 点の研究目的に対して、以下のとおり(1)質的調査と(2)量的調査をそれぞれ設定した。 
(1)質的調査 
介護老人福祉施設のケア機能を活かした「地域連携への取り組み」の実施内容、および施設

が認識している「地域連携への取り組み」の意義と困難さについてそれぞれ探索的に検討した。
調査対象は、調査協力が得られた A 県および B 県の介護老人福祉施設（8 施設）に勤務する地
域連携担当職員（8 名）とし、調査実施者（研究代表者）が対象施設を訪問して半構造化面接
法による個別面接調査を実施した。調査時間は、職員 1 名につき約 30～40 分であった。個別
面接では、「地域連携への取り組み」の実施内容、および取り組みの意義と困難さについてそれ
ぞれ自由に語ってもらった。分析方法は、まず、調査対象者および施設長の事前承諾を得て IC
レコーダーで録音した音声データから逐語録（テキストデータ）を作成した。次に、「地域連携
への取り組み」の実施内容について、「物的資源（設備・建物等）を活かした取り組み」「人的
資源（施設職員）を活かした取り組み」「その他」に区分して整理、分類した。さらに、「地域
連携への取り組み」の意義と困難さについて、語られた内容の類似性に着目して整理、分類を
行い、それぞれのカテゴリーの抽出を試みた。 
 
(2)量的調査 
上記の質的調査の結果を踏まえて、介護老人福祉施設のケア機能を活かした「地域連携への

取り組み」の一つとして、「地域住民との関係形成・強化に向けた活動（以下、「地域貢献活動」
とする。）」に焦点を当てるとともに、その実施状況と関連要因について検討した。調査の対象
施設は、2018 年 12 月 1 日時点で大阪府および兵庫県の「介護サービス情報公表システム」に
登録されている介護老人福祉施設（736 施設）とした。調査対象者は、各施設における地域連
携担当者 1 名とし、各施設における回答者の選定については施設長に一任した。調査方法は、
無記名・自記式調査票による郵送調査法とした。本調査では、調査対象者自身が回答済みの調
査票を密封して個別に返送する方法を採用した。送付用封筒には施設長宛ての挨拶文と調査票、



および返信用封筒を同封した。調査票の表紙には、本調査の趣旨や倫理的配慮等について記載
し、調査票の返送をもって調査協力への同意が得られたものとみなした。有効回収数は 191 票
であった（有効回収率 26.0％）。 
 分析対象者（191 名）の基本属性について、性別は男性 71.2％、女性 26.2％、無回答 2.6％
であった。平均年齢は 48.3 歳（標準偏差：10.6，範囲：25-78）であった。現在の職場での平
均勤務年数は 126.4 か月（標準偏差：93.1，範囲：6-373）であった。所持資格（複数回答）
は、介護支援専門員 59.2％、介護福祉士 51.8％、社会福祉士 35.1％の順であった。地域連携
を担当する専従者の有無（専従／兼務）では、専従 3.1％、兼務 93.7％、無回答 3.1％であった。
兼務と回答した者の「兼務している職務（職種）」（複数回答あり）は、施設長 49.7％、生活相
談員 26.2％、介護支援専門員 11.0％の順であった。 
 施設の属性について、入居定員は 50名未満 3.1％、50～100名未満 68.6％、100名以上 25.7％、
無回答 2.6％であった。開設年は 1980年以前 9.4％、1981～1999年 41.4％、2000年以降 46.1％、
無回答 3.1％であった。所属地域（府県別）は、大阪府 57.6％、兵庫県 39.3％、無回答 3.1％
であった。 
 調査項目については、「地域貢献活動の実施状況（20 項目）」、「地域貢献活動への意向や体制
づくり（10 項目）」、「地域の関係機関・団体との連携状況（14 項目）」の 3 つの評価尺度を設
定した。回答選択肢は、「全くそう思わない（1 点）」～「とてもそう思う（4 点）」の 4 件法と
し、それぞれの評価尺度について合計得点を算出した。 
 分析方法は、第一に、3 つの評価尺度の相関関係についてピアソンの積率相関係数による検
証を行った。第二に、「地域貢献活動の実施状況」を従属変数、「地域貢献活動への意向や体制
づくり」および「地域の関係機関・団体との連携状況」を独立変数とし、施設の属性（入居定
員、開設年数、地域連携を担当する専従者の有無（専従／兼務））を調整変数として重回帰分析
を行った。 
 以上の統計分析には、IBM SPSS 22J for Windows を使用した。 
 
 
４．研究成果 
(1)質的調査の成果 
 「地域連携への取り組み」の実施内容について、「物的資源（設備・建物等）を活かした取り
組み」では、交流やイベント、行事等の開催、介護予防や介護技術に関する研修・講演会の開
催場所としての提供などの回答が多かった。また、「人的資源（施設職員）を活かした取り組み」
では、福祉相談への対応、小・中学校での福祉教育への協力など、施設職員を地域や学校に派
遣する取り組みなどの回答が多かった。「その他」では、自治体が実施する社会貢献事業への参
画、生活困窮者自立支援事業など各種事業への協力などの回答がみられた。 
次に、「地域連携への取り組み」の意義については、①地域住民に関する情報が得られること、

②施設の認知度が高まること、③地域住民の福祉に関する相談に対応すること、の 3 つの内容
に分類された。また、困難さについては、①市町村との間に温度差があり、取り組みへの支援
が得られにくいこと、②地域住民とのつながりの維持が難しいこと、の 2 つの内容に分類され
た。以上の結果から、「地域連携への取り組み」は、地域住民に関する情報収集や施設の認知度
向上、さらには福祉に関する相談対応などを通して、地域住民との良好なつながりの形成に寄
与していることが示唆された。一方で、市町村との間での温度差が地域連携への取り組みに支
障をきたすような状況となっていること、また、法人内異動などで地域住民とのつながりの維
持が難しい場合もあること、さらには地域の中で困っている人などを把握していくためのつな
がりの強化を図ることが難しいという実態が示された。地域とのつながり形成の意義を施設関
係者で共有するとともに、困難さの解決に向けた組織体制づくりや関係機関等との連携強化に
向けた方策を講じていく必要があると考えられる。 
 
(2)量的調査の成果 
①地域貢献活動の実施状況 
地域貢献活動の実施状況に関する項目別の回答分布をみてみると、「とてもそう思う」の回答

割合が最も高かった設問は、「地域住民を対象に、施設の建物や設備などを活用した交流やイベ
ント、行事を実施している」（44.5％）、「地域住民からの福祉に関する相談に対応している」
（56.5％）、「地域の関係機関やサービス事業者との会議や事例検討会の開催場所として、施設
の会議室などを提供している」（30.4％）、「地域住民を対象に、介護予防や介護技術に関する研
修・講演会を実施している」（30.9％）、「地域の小・中学校で取り組まれている福祉教育に協力
している」（40.8％）、「生活困窮者に対して、福祉サービスや事業を無料または低額な料金で実
施している」（25.7％）の合計 6 項目であった。これらの結果から、多くの介護老人福祉施設で
は、地域住民との交流を目的としたイベントや行事を実施しているとともに、施設職員が有す
る専門性を活かして地域の福祉相談に取り組んでいることが明らかとなった。また、介護予防
等に関する研修・講演会、児童・生徒を対象とした福祉教育に対しても協力的であることが明
らかとなった。その一方で、生活困窮者や福祉制度の狭間におかれている人への支援について
は、大阪府で実施されている「社会貢献事業（生活困窮者レスキュー事業）」に参画している社
会福祉法人が運営する介護老人福祉施設の回答が集計結果に反映されていることが推測される



ものの、相対的にみれば実施度が低い傾向にあることが示された。また、地域のボランティア
の育成や活動支援についても積極的であるとはいえない状況にあることが示された。2016 年 3
月の社会福祉法改正により、社会福祉法人の本旨から導かれる役割として生活困窮者や福祉制
度の狭間におかれている人への支援が明確化されていることに鑑みて、今後、これらの対象者
へのより積極的な支援とともに、地域の福祉活動の担い手となるボランティアの育成や活動支
援に対し、より積極的に取り組むことが必要と考えられる。 
 
②地域貢献活動への意向や体制づくり 
 地域貢献活動への意向や体制づくりに関する項目別の回答分布をみてみると、「とてもそう思
う」の回答割合が最も高かった設問は、「地域貢献活動への取り組みが、施設の理念や基本方針
のなかに明文化されている」（48.2％）、「地域貢献活動への取り組みが、施設の事業計画のなか
に位置づけられている」（42.2％）の合計 2 項目であった。これらの結果から、多くの介護老人
福祉施設が地域貢献活動への取り組みを理念や基本方針として掲げ、事業計画のなかに位置づ
けて実施していくという意向があることが明らかとなった。その一方で、地域貢献活動の実施
に向けた予算やマンパワー、設備や場所については十分に確保されておらず、かつ地域貢献活
動に取り組むためのマネジメント体制も十分に構築できていないことから、理念と実践との間
に乖離が生じており、事業計画の実施につなげられていないという状況が明らかとなった。こ
のような背景には、福祉専門職の慢性的な人材不足とともに、介護報酬改定や居宅サービスの
強化等による施設の収益悪化などがあるとされている。しかし、地域貢献活動を通して地域住
民の介護老人福祉施設に対する認知度や理解度を高めていくことで、施設の稼働率の向上とそ
れに伴う収益の向上、さらには非専門職（ボランティアなど）も含めたマンパワーの確保につ
なげていくというサイクルを確立させていくことが検討されるべきである。契約利用制度のも
とでは、地域社会とのつながりが施設経営に必要不可欠であるという認識のなかで、地域貢献
活動に取り組んでいくことが必要と考えられる。 
 
③地域の関係機関・団体との連携状況 
 地域の関係機関・団体との連携状況に関する項目別の回答分布をみてみると、地域包括支援
センターや行政機関（役所・福祉事務所等）、居宅介護支援事業者、社会福祉協議会などの相談
機関との連携については肯定的な評価が多いという傾向が示された。しかし、軽費老人ホーム
や有料老人ホームとの連携については否定的な評価が相対的に多く、消防署や警察署との連携
についても同様の傾向がみられた。地域住民が安心して暮らしていくことを支援するためには、
制度上の福祉サービス施設・事業者のみならず、多様な社会資源との連携が必要不可欠であり、
連携強化に向けた取り組みが求められると考えられる。 
 
④相関分析の結果 
 「地域貢献活動の実施状況」「地域貢献活動への意向や体制づくり」「地域の関係機関・団体
との連携状況」の 3 つの評価尺度の相関関係について、ピアソンの積率相関係数による検証を
行った。その結果、「地域貢献活動の実施状況」は、「地域貢献活動への意向や体制づくり」（r=.776, 
p<.001）、「地域の関係機関・団体との連携状況」（r=.640, p<.001）との間で高い相関関係があ
ることが示された。また、「地域貢献活動への意向や体制づくり」と「地域の関係機関・団体と
の連携状況」の間でも高い相関関係があることが示された（r=.659, p<.001）。 
 
⑤重回帰分析の結果 
 「地域貢献活動の実施状況」を従属変数、「地域貢献活動への意向や体制づくり」および「地
域の関係機関・団体との連携状況」を独立変数とし、施設の属性（入居定員、開設年数、地域
連携を担当する専従者の有無（専従／兼務））を調整変数として重回帰分析を行った。その結果、
「地域貢献活動への意向や体制づくり」（β=.632, p<.001）が最も強く関連していることが示
された。また、「地域の関係機関・団体との連携状況」（β=.201, p<.01）についても正の有意
な関連が示された。その他の独立変数および調整変数については有意な関連がみられなかった。
なお、この重回帰モデルの調整済み決定係数（R2）は.623 であり、モデルの有効性を示す分散
分析は F (6,188) =52.671（p<.001）であった。また、この重回帰モデルにおける独立変数間
の多重共線性については、VIF 値が 2.0 未満であったため存在しないと判断した。 
 
 以上の分析結果から、介護老人福祉施設におけるケア機能を活用した地域連携への取り組み
の一つである地域貢献活動を促進させるためには、地域貢献活動への意向や体制づくりの強化
とともに、地域の関係機関・団体との連携強化が必要不可欠であることが実証された。また、
地域連携への取り組みには、地域の情報が得られることや施設の認知度が向上すること、さら
には、福祉に関する相談対応などを通して地域住民との良好なつながりの形成に寄与している
という意義を施設関係者が共有するとともに、市町村との連絡調整や協働に向けた体制強化を
図ること、そして、地域とのつながりを維持していくために施設関係者での情報の共有や引き
継ぎなどに留意することが求められる。 
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